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議員定数・議員報酬調査特別委員会調査報告書 

 

 本特別委員会の事務調査として、調査した事件について、調査の経過及び結果を会議

規則第 77条の規定により報告する。 

 

令和７年２月 10日 
 

 上富良野町議会議長 中 澤 良 隆  様 

 

議員定数・議員報酬調査特別委員会 

委員長 岡 本 康 裕 
 

記 
 

１ 事件名 議員定数・議員報酬調査特別委員会調査 

 

２ 調査の経過 

  令和５年９月６日上富良野町議会議長より議会運営委員長に対し、議会活性化の推

進についての諮問があり、その調査検討項目に「議員定数・議員報酬について」が示

され、第１期上富良野町議会活性化推進計画の取組を踏まえ、更に進展させ「より身

近で開かれた議会」にするため、議会活性化・議会改革に取り組んでいくこととされ

た。 

  このことから令和６年６月 13日開会の第２回定例会において、議員定数・議員報酬

調査特別委員会の設置に関する決議がされ、その後、調査特別委員会を８回開催（別

表１）し、議員定数・議員報酬について調査検討を行った。 

 

３ 特別委員会の委員構成 （委員 13名） 

  委 員 長  岡 本 康 裕 

  副 委 員 長  小 林 啓 太  荒 生 博 一 

  委   員  佐 藤 大 輔  委   員  湯 川 千悦子 

    〃    米 沢 義 英    〃    金 子 益 三 

    〃    林   敬 永    〃    茶 谷 朋 弘 

    〃    中 瀬   実    〃    島 田 政 志 

    〃    井 村 悦 丈    〃    北 條 隆 男 
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４ 調査の報告 

 １ 議員定数について 

 （１）町村議会の議員定数の状況について 

   全国町村議会議長会が毎年度実施する実態調査（令和 5 年 7 月 1 日現在）による

全国等の状況は表１のとおりである。 

   全国平均は 11.7人、全道平均は 10.7人、上川管内は 10.0人となっている。 

   全道区分Ｃ（人口 1万人以上～１万５千人未満）は 11自治体、13.9人で、区分Ｂ

（人口５千人以上～１万人未満）は 33自治体、11.8人となっている。 

   また、富良野沿線市町村議会の状況は表２のとおりである。 

 

表１         町村議会の議員定数の全国等の状況 

（単位：人） 

 町村数 
人口 

（平均） 

議員定数 

（平均） 

議員定数 

当り人口 
備考 

上富良野町 1 10,024 14 716  

全   国 926 11,240 11.7 963 
人口1万人未満が

約6割 

全   道 144 6,151 10.7 576  

全道区分Ｃ 11 12,141 13.9 873 
人口1万人以上～

１万５千人未満 

全道区分Ｂ 33 6,876 11.8 582 
人口５千人以上～

１万人未満 

上 川 管 内 19 4,427 10.0 443  

 

表２     富良野沿線市町村議会の議員定数（令和６年 12月 31日現在） 

（単位：人） 

 上富良野町 中富良野町 南富良野町 占冠村 富良野市 

議員定数 14 10 8 8 16 

人  口 9,706 4,486 2,236 1,590 19,622 

 

 （２）住民の意見について 

   本調査においては、住民の意見を参考にするため「議会に関するアンケート」（実

施期間 R6.10.1～R6.11.15、回答 260件）を行うとともに、「議会懇談会」は「議員

定数と報酬について」をテーマとして開催し（開催日 R6.11.6、出席者 40名）、そ

れぞれ貴重な意見を徴した。 

   議会に関するアンケートの「議員定数 14名について」の問いの結果は表３のとお

りで、「多い」203件 78.4％がトップで、次いで「現状で良い」が 39件 15.1％とな

った。 

   議会に関するアンケート及び議会懇談会で徴した意見要旨は資料編のとおり。 
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表３           議会に関するアンケート集計 

質問項目 回答数 計 構成率 

【1】現在の議員定数(14名)についてどう思いますか？    

現状で良い 39 

259 

15.1% 

多い 203 78.4% 

少ない 4 1.5% 

分からない 13 5.0% 

【2】上記の質問に回答した理由に近い項目にチェックを

つけてください。（複数回答可） 
   

人口が減少している 178 

684 

26.0% 

財政面を考えて 100 14.6% 

立候補者が少ない 43 6.3% 

幅広い住民意見が反映されなくなる 25 3.7% 

多様な人材確保が必要 37 5.4% 

議員の資質に疑問を感じる 121 17.7% 

議会の弱体化に繋がる 18 2.6% 

議員の活動が分からない 99 14.5% 

複雑な行政課題に対応する 22 3.2% 

その他 41 6.0% 

 

 （３）議員定数についてのまとめ 

   特別委員会は８回開催するほか、議員間討議を深めるため常任委員会等の開催時

に意見を交わしてきた。また、今特別委員会では、調査検討の参考にするよう住民

の意見を徴してきた。 

   それらを踏まえた上での議員定数に関する委員の見解の方向性として、議員定数

を減とすることは約８割、現状維持等は約２割となった。 

   議員定数を減とする意見として、アンケート等住民意見の尊重、人口減少下に対

応、議会への関心を高めるなどがある。 

   議員定数を現状維持等とする意見として、なり手不足下で若者等の参加機会とし

て対応、極端な人口減少下になく住民意見を反映する定数が必要、委員会等の運営

に一定の人数は必要などがある。 

   現在の議員定数１４名を減とする方向性が多勢となったが、具体の定数（減数）

については複数の意見（２～４名の減）があり結論には至っておらず、常任委員会

のあり方も含め、今後更に議論していくことが必要である。 
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 ２ 議員報酬について 

 （１）町村議会の議員報酬の状況について 

   全国町村議会議長会が毎年度実施する実態調査（令和 5 年 7 月 1 日現在）による

全国等の状況は表４のとおりである。 

   全国平均の議員報酬は 218,218 円、全道平均は 184,799 円で、全道区分Ｃ（人口

1 万人以上～１万５千人未満）は 11 自治体、226,329 円で、上富良野町も調査時点

においてこの区分に属する。区分Ｂ（人口５千人以上～１万人未満）は 33 自治体、

190,188円となっている。また、上川管内平均は 167,621円で全道 14振興局の中で

最下位となっている。 

   また、富良野沿線市町村議会の状況は表５、全国等の議会議員報酬・首長給料の

状況は表６のとおりである。 

   このような実態を踏まえ、全国町村議会議長会、全道町村議会議長会では、「議会・

議員の活動内容を踏まえた原価方式」による議員報酬の算定方法を全国展開してい

る。（これに呼応した全国町村議会議長会等の決議等は資料編のとおり） 

 

表４          町村議会の議員報酬の全国等の状況 

（単位：円） 

区分 報酬額 
上富良野町との 

比較額 
備 考 

上富良野町 179,000   

全   国 218,218 39,218  

全   道 184,799 5,799 93 位/144町村 

全道区分Ｃ 226,329 47,329 人口 1万人以上～1万 5千人未満 

全道区分Ｂ 190,188 11,188 人口 5千人以上～1 万人未満 

上 川 管 内 167,621 ▲11,379 
上川管内の平均額は、全道 14 振

興局の中で最下位 

 

表５   富良野沿線市町村議会議員定数・報酬（令和６年 12月 31日現在） 

（単位：円・人） 

 上富良野町 中富良野町 南富良野町 占冠村 富良野市 

議員報酬 179,000 200,000 200,000 140,000 310,000 

人  口 9,706 4,486 2,236 1,590 19,622 

※中富良野町の議員報酬額は令和７年４月１日施行 
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表６          議会議員報酬、首長給料の状況 

（単位：円） 

区分 議員報酬 首長給料 備考 

都道府県 議員 812,881 知事 1,198,785 R4全国平均 

市 議員 408,153 市長 873,566 R4全国平均 

町村（全国） 議員 216,665 町長 722,967 R4全国平均 

町村（北海道） 議員 184,798 町長 739,722 R5.7.1現在平均 

町村（上川管内） 議員 167,621 町長 704,631 R5.7.1現在平均 

町村（上富良野） 議員 179,000 町長 750,000  

 

 （２）住民の意見について 

   本調査においては、住民の意見を参考にするため「議会に関するアンケート」（実

施期間 R6.10.1～R6.11.15、回答 260件）を行うとともに、「議会懇談会」は「議員

定数と報酬について」をテーマとして開催し（開催日 R6.11.6、出席者 40名）、そ

れぞれ貴重な意見を徴した。 

   議会に関するアンケートの「議員報酬について」の問いの結果は表７のとおりで、

「現状で良い」96件 37.2％がトップで、次いで「少ない」が 71件 27.5％となった。 

   議会に関するアンケート及び議会懇談会で徴した意見要旨は資料編のとおり。 

表７           議会に関するアンケート集計 

質問項目 回答数 計 構成率 

【4】現在の議員報酬についてどう思いますか？    

現状で良い 96 

258 

37.2% 

多い 52 20.2% 

少ない 71 27.5% 

分からない 39 15.1% 

【5】上記の質問に回答した理由に近い項目にチェックを

つけてください。（複数回答可） 
   

人口が減少している 77 

545 

14.1% 

議員の資質に疑問を感じる 76 13.9% 

なり手不足に対応 67 12.3% 

議員の活動が分からない 76 13.9% 
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他業種との比較から 43 7.9% 

専業でできる報酬が必要 63 11.6% 

財政面を考えて 66 12.1% 

活動量に見合っていない 47 8.6% 

その他 30 5.5% 

 

 （３）議員報酬についてのまとめ 

   特別委員会は８回開催するほか、議員間討議を深めるため常任委員会等の開催時

に意見を交わしてきた。また、今特別委員会では、調査検討の参考にするよう住民

の意見を徴してきた。 

   それらを踏まえた上での議員報酬に関する委員の見解の方向性として、全国町村

議会議長会が推奨する「議会・議員活動内容を踏まえた原価方式による議員報酬を

水準とする」は約８割、「現状維持等」は約２割となった。 

   議員報酬を見直しする意見として、全国や全道の状況に呼応、物価や賃金が上昇

している情勢を反映、将来の議員候補に応えるなどがある。 

   現状維持等とする意見として、社会情勢を踏まえ慎重に判断、住民意見や町財政

を踏まえるなどがある。 

   議員報酬については、全国町村議会議長会及び北海道町村議会議長会において、

「議員報酬の適正化に関する決議」が採択されており、「議会・議員活動内容を踏

まえた原価方式による議員報酬を水準とする」ことが多勢となった。その算定内容

は以下に示すとおりである。 

   特別職及び議員の報酬額の決定については、町長が特別職報酬等審議会に諮問し、

議論のうえ答申を得て方向性が示されていることから、特別職報酬等審議会では、

客観的な判断を行っていただきつつ、今回の調査した特別委員会の報告書を参考に

していただきたい。 
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  ① 全国町村議会議長会が推奨する「活動内容を踏まえた原価方式」による報酬試

算 

  ア 議会・議員活動については、令和４年、５年の２カ年の平均値（表８）により

試算し、年間活動日数は９２日と算定した。 

 

表８       議会活動時間数・換算日数（議会要覧より抽出） 

区  分 
活動 

時間 

令和 5年 令和 4年 平均 

回数 

平均 

時間 回数 時間 回数 時間 

Ａ 

本会議 8 11 88 11 88 11 88 

臨時会 4 7 28 6 24 7 26 

総務産建常任委員会 8 10 80 15 120 
12 96 

厚生文教常任委員会 8 9 72 14 112 

議会広報特別委員会 8 18 144 16 128 17 136 

予算特別委員会 8 4 32 4 32 4 32 

決算特別委員会 8 3 24 3 24 3 24 

議会運営委員会 4 17 68 20 80 19 74 

合計   536  608 73 476 

８で除した換算日数   67  76  60 

Ｂ 

全員協議会 8 17 136 21 168 19 152 

合計   144  144 19 152 

８で除した換算日数   18  18  19 

Ｃ 

町内行政調査 8 1 8 1 8 1 8 

先進市町村行政調査 8 6 48 8 64 7 56 

常任委員会視察調査 8 1 8 0 0 1 4 

議長会研修会 8 4 32 2 16 3 24 

議会懇談会 4 2 8 1 4 2 6 

他市町村行政視察対応 4 0 0 0 0 0 0 

合計   104  92 14 98 

８で除した換算日数   13  12  13 

総合計（時間）   784  844  726 

総合計（換算日数）   98  106  92 

 

  イ 首長の職務遂行日数は、全国町村議会議長会のモデル値３０５日とした。 

    首長の職務遂行の実態を踏まえ法定休日の半分程度を公務につくものと推定し

モデル値を算出 

     365日-（土曜日・日曜日：104日+国民の祝日：16日）×1/2＝305日 
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  ウ 議員報酬の算定式 

    議会・議員活動日数９２日／町長職務遂行日数３０５日×町長給料 750,000円 

    ＝２２６，２２９円≒２２６，０００円 

      ※現在の報酬 179,000円より、47,000円の増 

      ※議会活動日数／町長職務日数＝30.1％ 

 

  ② 議員報酬（月額）の算定 

    議長・副議長・委員長の報酬については、先に示した実態調査の全道平均比較

より、議長 1.5倍、副議長 1.2倍、委員長 1.1倍を乗じて得た額をそれぞれの報

酬（月額）とした。 

議員報酬（月額）の算定 

（単位：円） 

区分 
現在の報酬額 

Ａ 
比率 

報酬月額算定額 

Ｂ 
比較(Ｂ-Ａ) 

議 長 275,000 1.5倍 339,000 64,000 

副議長 209,000 1.2倍 271,000 62,000 

委員長 191,000 1.1倍 248,000 59,000 

議 員 179,000 1.0倍 226,000 47,000 
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別表１ 

議員定数・議員報酬調査特別委員会開催の経過一覧 

 

回 会 議 開 催 日 審  査  事  項 

１ 令和６年６月 17日 〇正副委員長の選任 

(1)議員定数・議員報酬について 

(2)今後の調査スケジュールについて 

２ 令和６年７月 24日 (1)調査の進め方及びスケジュールについて 

(2)調査に関わる資料等について 

３ 令和６年９月 17日 (1)住民の意見聴取（アンケート等）について 

(2)議員の意見聴取について 

〇委員会等で討議されてきた議員の見解 

区分 議員定数 議員報酬 

増 ７％ 57％ 

維持 36％ 21.5％ 

減 57％ 0 

他 0 21.5％ 

〇委員会等で討議されてきた主な意見 

区分 議員定数 議員報酬 

増 

維持 

・現在の人口からは適当 

・議会の議論や運営には

ある程度の人数は必

要 

・誰もが立候補を考えら

れる状況として 

・多様な人材、多様な意

見が反映される環境

として 

・極端な人口減少とは言

えない 

・住民の生活や意見をカ

バーするための一定

の定数が必要 

・これまでは選挙（定数

以上の立候補者）にな

っている 

・町政を多くの目で監視

する必要 

 

・近年、賃金が上昇して

いる状況 

・現行の金額をもって立

候補している 

・特に不満無し 

・成り手不足にならない

ような金額を 

・議員活動を充実させる

ため 

・若者が生活を踏まえな

がら立候補できる環

境として 

・議員活動で生活できる

環境として 

・他町村議会や市議会議

員との比較から 

・定数に合わせて検討 

減 

・人口が減少している 

・住民の声から減少が聞

かれる 

・議員活動を活性化して

いくため 

・町の人口に合わせた定

数（1000 人目安） 

・住民の生活状況、町財

政を考慮 

・住民の想いに応える 
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他 

・定数、報酬のことを理解してもらうためにも議会

のことをもっと知ってもらうこと必要 

・議会活動を高めるための調査費等の予算確保 

・議員報酬は審議会に委ねられている仕組みがあり

それに応じる 

・議員活動の環境改善 

(3)今後の調査について 

４ 令和６年 10月 11日 (1)住民の意見聴取（アンケート等）について 

(2)議員定数、報酬に関する資料について 

〇全国、全道の町村議会等との定数・報酬の状況比

較 

〇全国町村議会議長会「議員報酬シミュレーション

システム」による試算 

(3)今後の調査について 

５ 令和６年 11月 22日 (1)住民の意見聴取（アンケート等）について 

〇アンケート結果（回答 260件）、議会懇談会（３

会場 40名）の意見等について分析 

(2)議員定数、報酬に関する資料について 

〇この間の調査等を踏まえた議員の見解 

区分 議員定数 

増 0 

維持 23％ 

減 77％ 

〇主な意見 

区分 議員定数 

維持 

・極端な人口減少にはない 

・委員会の議論活発化には一定の人数が必要 

・なり手不足下、若者の参加機会に対応する 

・一度減らすと戻すことは困難 

・人口の増減は今後も考えられそれに対応 

・議員数の減（議会費減）は町民サービスにつなが

るのかどうか 

・議員になりたいという声に応える環境づくり 

減 

・町民の感情に応えるため 

・減数しても議会運営は可 

・アンケート結果を踏まえる 

・議会の活動量の低下が懸念される 

・議会に感心を持ってもらう機会 

・減数するデメリットは多い 

・人口に応じた議員数 

・段階的に減員 

・減数は議会と議員の活動量を増やすことが必要 

・選挙に感心を持ってもらう 

(3)今後の調査について 

６ 令和６年 12月 16日 (1)住民の意見聴取（アンケート等）について 
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 〇アンケート結果（回答 260件）の分析 

(2)議員定数、報酬に関する資料について 

〇全国町村議会議長会が推奨する「議会活動内容を

踏まえた原価方式（議員報酬シミュレーション）」

による算定 

〇この間の調査等を踏まえた議員の見解 

区分 議員報酬 

原価方式 77％ 

維持 23％ 

減 0 

〇主な意見 

区分 議員報酬 

原価

方式 

・更に説明する機会が必要 

・報酬審議会への説明（情報提供）が大切 

・地方の実態に応じた見直し 

・物価や賃金の上昇を踏まえる 

・増やす時期は要検討 

・何年も見直しされていない実態を考慮 

・町長と比較することの是非 

・将来に向けて増やしていくこと必要 

維持 

・社会情勢を見ること大切 

・町民の声や町の財源を踏まえる 

・管内で見れば上から４番目 

(3)今後の調査について 

７ 令和７年１月 30日 (1)議員定数、議員報酬に関する報告書について 

８ 令和７年２月 10日 (1)議員定数、議員報酬に関する報告書について 

   

〇その他  

 実施時期 内  容 

１ 令和６年７月～９月 

議員定数・議員報酬に関する議員間討議として、各委

員会開催時の機会を活用して意見交換を実施 

・総務産建常任委員会、厚生文教常任委員会、議会運

営委員会、議会広報特別委員会において討議 

・議員定数、議員報酬に対する各々の見解について 

・議員定数、議員報酬の増減に対する考え方の討議 

２ 
令和６年 10 月１日～

11月 15日 

議会に関するアンケート実施 内容「議員定数」「議

員報酬」に関する５項目 

・回答 260件、結果は資料編に掲載 

３ 令和６年 11月６日 

議会懇談会 テーマ「議員定数と報酬について」 

・３会場で開催、参加者４０名、意見要旨は資料に掲

載 
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議員定数・議員報酬調査特別委員会 資料編目次 

№ 資料名称 

１ 北海道町村議会時報（R6.5.1発行）…第 69回町村議会実態調査結果概要 

２ 
第 69回町村議会実態調査結果概要（令和５年 7月 1日現在） 

・人口、面積、議員定数、議員定数一人当り人口 

３ 
第 69回町村議会実態調査（令和５年 7月 1日現在）より比較資料 

・議員定数、議員報酬に関する全道一覧 

４ 
第 69回町村議会実態調査（令和５年 7月 1日現在）より比較資料 

・議員定数、議員報酬に関する上川管内一覧 

５ 
第 69回町村議会実態調査（令和５年 7月 1日現在）より比較資料 

・議員定数、議員報酬に関する振興局別平均 

６ 

第 69回町村議会実態調査（令和５年 7月 1日現在）より比較資料 

・議員定数に関する全国等の状況 

・議員定数に関する類似町村抽出 

７ 

第 69回町村議会実態調査（令和５年 7月 1日現在）より比較資料 

・議員報酬に関する全国等との比較 

・議員報酬に関する類似町村抽出 

８ 議会に関するアンケート結果（期間 10/1～11/15 回答数 260） 

９ 議会懇談会（11/6開催）の参加者意見要旨 

10 

北海道町村議会議長会 第 75回定期総会「議員報酬の適正化に関する特別決議」

（R6.6.11） 

全国町村議会議長会都道府県会長会 「議会・議員活動の豊富化、議員報酬の適

正化に関する決議」（R6.7.10） 

11 議員報酬（月額及び年額）の積算資料 

12 議員報酬の議員区分毎比較 

13 議会議員及び長の選挙の経過（町統計データより） 

 

[その他 冊子類] 

・議員研修誌「地方議会人」2024/12号他 

・議員報酬・政務活動費の充実に向けた論点と手続（令和４年２月全国町村議会議長会

発行） 

・町村議会議員のなり手不足に潜む３つの危機（令和６年３月全国町村議会議長会発行） 

 

[その他 報告等] 

・「議員定数・議員報酬調査特別委員会調査報告書（令和 4年 6月 16日）」 

・「議会活性化に関する調査・検討について（平成 30年 12月 6日答申書」」 

・「議会だより特集（平成 26年 7月 25日号～平成 27年 4月 25日号）」 

 










































































